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ば、次のように、技能移転の趣旨が十分図られていること、再技能実習生、 

受入れ企業ともに優良な成績であること等を要件とすべきである。 

 ① 帰国後一定期間（例えば、３年）以上経過し、その間、技能移転を行  

っていること。 

 ② 初回技能実習終了時に技能検定３級レベル試験に合格していること。 

 ③ 受入れ企業についても技能実習終了時の技能検定３級レベル試験の受

験率・合格率が高いこと。 
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例えば、下記のような要件を踏まえた上で、定住につながらな
いこと等を個別に審査し、受入れの可否を判断

・ 実習生は、初回実習終了後、必ず帰国し、帰国後一定期間
（例えば３年）以上経過、かつ、その間技能移転を図っている
こと

・ 実習生は、初回技能実習終了時に技能検定3級レベルに合
格していること

・ 受入れ企業について実習終了時の評価試験（技能検定3級レ

ベル）の合格率が高いこと

※ なお、現行の「研修」においても、個々に審査し合理的な事
情があるときは、「再研修」が認められている。
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５．受入れ機関・送出し機関のあり方（ブローカー対策を含む） 

  上記Ⅰの２で述べたように、一部の受入れ機関において不正行為等の問

題事案が発生している。また、上記Ⅰの４で述べたように、ブローカー等

の存在は、制度の趣旨に反するだけでなく、受入れ企業の負担増や実習生

に対する拘束的労働の要因ともなっている。したがって、次のような方向

で、受入れ機関・送出し機関の適正化を図ることが必要である。 
 
（１）受入れ企業 

   一部の受入れ企業において、名義貸し、研修時間外の活動等の不適切

な研修が行われていたり、実習移行後においても、労働基準法違反等の

問題事案が発生している。 

これらの不適正な事案を排除していくためには、ペナルティを強化し

ていくことが必要であり、不正行為を行った受入れ企業に対する規制（現

行では、３年間の新規受入れ停止）について、例えば、受入れ停止期間

を５年以上に延長するなど、厳格化することが必要である。 

〔参考〕 

    有料職業紹介事業・一般労働者派遣事業の許可が取り消された場合、５年間は再

許可を得ることができない。 

 


